
道の駅等を拠点とした自動運転サービス 実証実験について
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中山間地域の現状と課題

全国の１０年先を行く
高齢化の進行

23%

31%
高齢化率の比較（H22）

全 国

中山間
地域

トラックドライバーの

約４割が５０歳以上

車の運転が出来ない
高齢者の急増

公共交通が衰退し
買物・病院に行けない

トラック運転手不足で
物が届かない

中山間地域の集落の存続の危機

運転免許の自主返納件数（65歳以上）の推移

路線バスの廃止路線延長の推移
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運転免許の自主返納件数（ 65歳以上） の推移

約2万件

約33万件

（平成29年7月31日 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討回（第１回）より抜粋）



中山間地域における道の駅の機能①

病院・診療所 役場機能

約３５％が１ｋｍ圏内※に役場機能あり約３９％が１ｋｍ圏内※に病院・診療所あり
※直線距離 ※直線距離

①

なし
約６１％

なし
約６５％

N=876駅
※平成29年4月時点

① 道の駅内 １７駅 ２％

② ～３００ｍ ８２駅 ９％

③ ～５００ｍ ７５駅 ９％

④ ～１ｋｍ １６５駅 １９％

３３９駅 ３９％計

① 道の駅内 ２８駅 ３％

② ～３００ｍ ７８駅 ９％

③ ～５００ｍ ５７駅 ７％

④ ～１ｋｍ １４４駅 １６％

３０７駅 ３５％計

②

③

④

①
②

③

④

約３９％ 約３５％

N=876駅
※平成29年4月時点

（平成29年7月31日 中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転ビジネスモデル検討回（第１回）より抜粋）



道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験について

実証実験

Ｈ

年
度

～

「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの２０２０年までの社会実装を目指す

29

○主にビジネスモデルの構築

○１３箇所のうち、車両調達の見通しやビジネスモデルの検討状況等を
踏まえて、準備が整った箇所から順次実施

○翌年度以降の早期社会実装を目指す

長期の実証実験（１～２か月程度）

※この他、H29年度のフィージビリティスタディ（FS）箇所（５箇所）において、短期の実証実験を実施

30

(2017)

Ｈ

年
度

(2018)

○主に技術的検証やビジネスモデルの検討

○全国１３箇所で実施（総走行距離：約2,200km 参加者：約1,400人）

短期の実証実験（１週間程度）

○ 高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、物販や診療所などの生活に

必要なサービスが集積しつつある「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を実施

将来イメージ



実証実験の実施箇所

島根県飯石郡飯南町
（道の駅 赤来高原）

いいしぐん いいなんちょう

熊本県葦北郡芦北町
（道の駅 芦北でこぽん）

あしきたぐん あしきたまち

滋賀県東近江市蓼畑町
（道の駅 奥永源寺 渓流の里）

ひがしおうみし たてはたちょう

栃木県栃木市西方町
（道の駅 にしかた）

とちぎし にしかたまち

秋田県北秋田郡上小阿仁村
（道の駅 かみこあに）

きたあきたぐん かみこあにむら

北海道広尾郡大樹町
（道の駅 コスモール大樹）

ひろおぐん たいきちょう

山形県東置賜郡高畠町
（道の駅 たかはた）

ひがしおきたまぐん たかはたまち

茨城県常陸太田市
（道の駅 ひたちおおた）

ひたちおおたし

富山県南砺市
（道の駅 たいら）

なんとし

長野県伊那市
（道の駅 南アルプスむら長谷）

いなし

岡山県新見市
（道の駅 鯉が窪）

にいみし

徳島県三好市
（道の駅 にしいや・かずら橋夢舞台）

みよしし

福岡県みやま市
（みやま市役所 山川支所）

新潟県長岡市
（やまこし復興交流館おらたる）

ながおかし

岐阜県郡上市
（道の駅 明宝）

ぐじょうし

愛知県豊田市
（道の駅 どんぐりの里いなぶ）

とよたし

滋賀県大津市
（道の駅 妹子の郷）

おおつし

山口県宇部市
（楠こもれびの郷）

うべし

：H30～：長期の実証実験
：H29 ：短期の実証実験（１３箇所）

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/２～１２/２１
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/５～１１/２９
使用車両： 先進モビリティ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１２/９～Ｈ３１.２/８
使用車両： ヤマハ

長期の実証実験に向けて
地域実験協議会を開催
（Ｈ３０.１１/２８）

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３１.１/２７～３/１５
使用車両： ヤマハ

：H30 ：短期の実証実験（５箇所）



バスタイプ 乗用車タイプ

①株式会社ディー・エヌ・エー ③ヤマハ発動機株式会社

②先進モビリティ株式会社 ④アイサンテクノロジー株式会社

実験車両

「車両自律型」技術

GPS、IMUにより自車位置を
特定し、規定のルートを走行

（点群データを事前取得）

定員： 6人（着席）
（立席含め10名程度）

速度： 10km/h程度
（最大：40km/h）

「路車連携型」技術

埋設された電磁誘導線からの
磁力を感知して、既定ルートを
走行

定員： ６人

速度： 自動時 ～12km/h 程度
手動時 20 km/h未満

「路車連携型」技術

GPSと磁気マーカ及びジャイロ
センサにより自車位置を特定
して、既定のルートを走行

定員： 20人

速度： 35 km/h 程度
（最大40 km/h）

「車両自律型」技術

事前に作製した高精度３次元
地図を用い、LｉDAR（光を用い
たレーダー）で周囲を検知しな
がら規定ルートを走行

定員： 4人（乗客2人）

速度： 40km/h 程度
（最大50 km/h）

GPS ：Global Positioning System，全地球測位システム IMU ： Inertial Measurement Unit，慣性計測装置
※速度は走行する道路に応じた制限速度に適応

※
※



実証実験における課題と今後の検証内容

短期間の実験を通じた課題（平成２９年度） 長期間の実験を通して検証（平成３０年度～）

走行空間の確保

<自動走行に支障のある事例>

走行路上の歩行者 一般車両による追い越し・滞留

沿道の植栽を検知 積雪による幅員の減少

走行技術・運行管理

<気象条件や地形によっては障害物の検知や自己位置の特定ができない>

降雪をレーダーで検知

○専用・優先の走行区間の確保

簡易信号の設置

⇒自動運転に対応した道路空間の確保のための基準
（時間帯による専用・優先の空間化含む）

⇒車両や地域特性に応じた管理水準のあり方検討

○ 路車連携技術を必要とする
地形・気象条件等の確認

○ 提供するサービスに応じた
車両機能の改善

○ 事故への対応手順などの
運行管理システムの構築

○ コストや将来需要を踏まえた採算性の具体的検証
○ 事業運営主体の構築（ボランティアの活用含む）
○ 自動運転サービス導入ガイドラインの策定

山間部でのGPS受信精度の低下

路面標示の設置

路車連携技術による円滑な走行

ビジネスモデルの構築

・貨客混載や福祉サービス・観光など地域の
多様な取組みと連携した実験を実施

○道路利用者や地域への周知、理解の醸成



（参考）長期の実証実験の実施状況

道の駅に設置した
運行管理センター

走行位置や車内状況を
カメラ画像でモニタリング

運行管理システム構築に向けてリアルタイムで
運行状況をモニタリング

（道の駅「南アルプスむら長谷」）

農作物の輸送量増加のため初めて牽引車を活用
（みやま市役所山川支所）

「山川みかん」の出荷牽引車による農作物の出荷

ICカードによる燃料代の徴収ドローンとの連携による配送実験

豪雪地帯での実験を通じた走行空間の確保方策の検討
（ 秋田県の道の駅「かみこあに」で４３日間実施 ）

自動運転車両の専用の走行空間のため、簡易信号を設置

ドローンへの積替えなど新技術とも連携
（道の駅「南アルプスむら長谷」）

安全で円滑な自動走行のための技術面の検証 地域の多様な取組みと連携したビジネスモデルの構築



長期の実証実験の事例① 道の駅「かみこあに」（秋田県上小阿仁村）

【実験車両】

【自動運転区間の構造】

道の駅
「かみこあに」

堂川地区

小沢田地区

福館地区

高齢者生活福祉センター
（社会福祉協議会）

生涯学習センター
村役場

診療所

宿泊交流拠点
（コアニティ）

交流センター

集会所

小沢田
郵便局

小沢田
公民館

○ヤマハ製（7人乗り）

○電磁誘導線を敷設、
実験車両を誘導

自動運転車両走行中に一般車両を
進入させないため簡易信号を設置

延長約4 km（片道）

自動運転の走行ルート

一般車両との混在区間

自動運転車専用の区間

停留所©NTT空間情報

専用空間
片道約１.０km

H３０．１２／９～H３１．２／８

○４２日間の実験期間中、約２１０名の地域住民の方々が日常の足として利用。農産物や商品など牽引車を活用した輸送も実施。

○地域の方々が乗務員や運行オペレータとしてボランティアで参加するなど、社会実装に向けて運営体制も検証。

牽引車を使用し、給食用の食材を
道の駅から学校へ配送



自動運転サービスの将来のビジネスモデル（案） （道の駅「かみこあに」）

〇 高齢者等を道の駅「かみこあに」や診療所等へ送迎し、高齢者の日常的な生活の足を支援

○ 上小阿仁村や社会福祉協議会の実施する高齢者を対象とした社会福祉事業との連携

〇 貨客混載により、道の駅への農産物輸送、道の駅や地元商店からの商品配送で利便性を確保

「
上
小
阿
仁
村
自
動
運
転
サ
ー
ビ
ス
事
業
実
施
協
議
会
（
仮
称
）
」

高齢者等
（主に小沢田、福館、

堂川地区）

農 家
（主に小沢田、

堂川地区）

上小阿仁村
診療所・薬局

道の駅「かみこあに」

役場
郵便局

上小阿仁村

地域住民 地域の施設
想定される収入

（将来）

米、野菜 輸送

・ 補助金等

（米・野菜等の買物）

（行政、年金手続等）

送迎

・運賃収入

運営
主体

（通院、薬局）

地元商店

米、野菜等 配送

・運送料金

（日用雑貨等の買物）

高齢者
生活福祉センター
（社会福祉協議会）

（高齢者 福祉事業等）

地域消費者
（主に小沢田、福館

堂川地区） 日用雑貨 配送


